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1.  平成23年5月期第3四半期の連結業績（平成22年6月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年5月期第3四半期 25,683 6.1 426 47.4 329 43.2 645 2,231.4
22年5月期第3四半期 24,199 △16.4 289 △27.9 229 5.5 27 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年5月期第3四半期 81.99 ―
22年5月期第3四半期 3.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年5月期第3四半期 32,867 4,187 12.7 669.15
22年5月期 33,003 4,084 14.8 562.96

（参考） 自己資本   23年5月期第3四半期  4,187百万円 22年5月期  4,891百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年5月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年5月期 ― 0.00 ―
23年5月期 

（予想）
12.50 12.50

3.  平成23年5月期の連結業績予想（平成22年6月1日～平成23年5月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 31,331 △4.6 729 ― 544 ― 760 ― 87.46



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  有  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは修了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、四半期決算短信（添付資料）３ページの「（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】３ページの「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 4社 （社名
小笠原不動株式会社、株式会社檜山
製材所、北見ベニヤ株式会社、株式
会社夕張フローリング製作所

）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年5月期3Q 8,926,896株 22年5月期  8,926,896株
② 期末自己株式数 23年5月期3Q 2,669,460株 22年5月期  237,881株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年5月期3Q 7,878,422株 22年5月期3Q 8,689,781株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策効果により一部に需要の兆しが見られたもの

の、中東情勢を受け原油価格が高騰するなど不透明な状況で推移いたしました。北海道経済は、依然として雇用情

勢は厳しく、予想より冬のボーナスが低かったことに加え９月にはエコカー補助金が終了、12月から家電のエコポ

イントの変更により個人消費は落ち込みました。 

 このような経済情勢の中、当社グループは、「ＴＲＰ（テーオーリニューアルプラン）」の実行として、平成22

年12月１日付をもって当社の連結子会社である小笠原不動株式会社と株式会社檜山製材所の合併を条件として、同

日付で小笠原不動株式会社、株式会社夕張フローリング製作所、北見ベニヤ株式会社の３社を、当社を存続会社と

して吸収合併いたしました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が25,683百万円（前年同期比6.1％増）、営業利益は426

百万円（同47.4％増）、経常利益は329百万円（同43.2％増）となり、四半期純利益については、木材事業におけ

る製造工場の統合、廃止、及び製造品目の見直しに伴うたな卸資産の売却及び廃棄を行ったことによる事業整理損

106百万円を特別損失に計上しましたが、平成22年12月に実施した合併及び、子会社株式の買い取りなどによる株

式持分の変動があったことにより、負ののれん発生益の特別利益547百万円を計上したため、645百万円（同

2,231.4％増）となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 木材事業におきましては、フローリング（床板）の販売及び施工受注状況が公共設備投資を含め前年同四半期に

比べ改善に転じ、建築資材及び合板を含めた売上高は前年同四半期を上回ることとなりましたが、利益面において

はフローリング製造部門における製造ラインの統合、見直しの過程であったため、当期の受注増加に対し生産効率

が低下したこと、取引先に対する貸倒引当金の積み増しを行ったことなどにより前年同四半期の水準を確保できま

せんでした。 

 この結果、売上高は10,322百万円（同13.9％増）、営業利益は44百万円（同56.8％減）となりました。 

 流通事業におきましては、個人消費の低迷により、業界全体が引き続き厳しい状況にありますが不採算店舗の閉

店、販売形態の見直しなどによる販売体制の見直しを行うとともに、ホームセンター「イエローグローブ」を北海

道函館市及び北海道沙流郡日高町に各１店舗開店し、販売力の拡充に努めました。  

 この結果、売上高は12,017百万円（同0.2％減）、営業利益は209百万円（同8.7％増）となりました。 

 住宅事業におきましては、販売拠点の統合による営業及び設計開発部門の集約など、販売コストの見直しに努め

ました。引き続き、北海道内における戸建住宅に対する需要は低迷しておりますが、住宅施工受注高を含めた不動

産取引は前年同四半期に比べ増加に転じております。 

 この結果、売上高は1,451百万円（同8.1％増）、営業損失は58百万円（前年同期は199百万円の損失）となりま

した。 

 建設事業におきましては、公共工事の減少等などにより、同業他社との競合は激化しておりますが、受注高は前

年同四半期に比べ若干ながら増加に転じております。 

 この結果、売上高は859百万円（同18.9％増）、営業損失は6百万円（前年同期は39百万円の損失）となりまし

た。 

 不動産賃貸事業におきましては、売上高は511百万円（同5.9％増）、営業利益は247百万円（同13.1％増）とな

りました。 

 サービス等事業におきましては、売上高は521百万円（同5.1％減）、営業利益は27百万円（同23.5％増）となり

ました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間末の財政状態は、次のとおりであります。 

当第３四半期連結累計期間末の総資産は32,867百万円となり、前連結会計年度末に比べ136百万円減少しまし

た。流動資産につきましては、主に販売用不動産が786百万円、原材料及び貯蔵品が151百万円それぞれ減少したも

のの、現金及び預金が380百万円、受取手形及び売掛金が943百万円それぞれ増加したことなどにより、806百万円

増加しております。固定資産につきましては、投資有価証券が評価差額を含めて668百万円減少したことなどによ

り943百万円減少しております。 

負債合計は28,679百万となり、前連結会計年度末に比べ239百万円減少しております。流動負債につきまして

は、主に支払手形及び買掛金が505百万円増加したものの、短期借入金が1073百万円減少したことなどにより533百

万円減少しております。固定負債につきましては、主に長期借入金が241百万円増加したことなどにより293百万円

増加しております。 

 純資産は4,187百万円となり、前連結会計年度末に比べ103百万円増加しております。  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



＜キャッシュ・フローの状況＞ 

当第３四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価

証券の売却による収入などにより、前連結会計年度に比べて369百万円増加し1,488百万円となりました。 

  

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得た資金は510百万円（前年同期は91百万円の使用）で、主に売上債権が1,072百万円増加した

ものの、たな卸資産が482百万円減少及び仕入債務が505百万円増加したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得た資金は734百万円（前年同期は281百万円の使用）で、主に投資有価証券の売却による収入が

800百万円あったことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は875百万円（前年同期は71百万円の獲得）で、主に長期借入による収入が1,765百万円

ありましたが、短期借入金の純減額が493百万円（前年同期は574百万円の減少）、長期借入金の返済による支出が

2,103百万円となったことなどによるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報  

 当社は、平成22年７月16日付で開示いたしました平成23年５月期通期の業績予想（連結・個別）を修正いたしま

した。詳細につきましては、平成23年４月６日付で開示いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 当第３四半期連結会計期間より、子会社である小笠原不動株式会社は株式会社檜山製材所を吸収合併（平成22年

12月１日）し、同日付で当社は小笠原不動株式会社、株式会社夕張フローリング製作所、北見ベニヤ株式会社の３

社を、吸収合併いたしました。 

 また、子会社である株式会社テーオー保険サービスは、平成23年２月１日より社名を株式会社テーオー総合サー

ビスに変更しております。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

ア．一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第３四半期連結累計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

イ．固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 

ウ．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は 千円、税金等調整前四半期純利益

は、 千円減少しております。 

  

（表示方法の変更） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に

より、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

２．その他の情報

4,591

27,942



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,633,533 1,252,633

受取手形及び売掛金 4,386,955 3,264,222

営業貸付金 1,306,570 1,388,948

商品及び製品 3,271,292 3,108,715

販売用不動産 4,515,129 5,301,929

原材料及び貯蔵品 642,420 794,372

未成工事支出金 277,088 38,948

その他 1,569,694 1,581,134

貸倒引当金 △771,412 △706,044

流動資産合計 16,831,272 16,024,860

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,581,057 3,809,597

賃貸用資産(純額) 4,568,790 4,416,279

土地 4,510,615 4,686,240

その他（純額） 370,189 350,376

有形固定資産合計 13,030,653 13,262,494

無形固定資産 71,803 63,371

投資その他の資産   

投資有価証券 1,785,335 2,453,786

その他 1,243,607 1,335,420

貸倒引当金 △95,623 △136,253

投資その他の資産合計 2,933,320 3,652,953

固定資産合計 16,035,776 16,978,818

資産合計 32,867,049 33,003,679

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,618,850 5,113,755

短期借入金 16,303,308 17,376,625

未払法人税等 18,935 231,814

引当金 137,725 139,739

その他 1,189,957 939,850

流動負債合計 23,268,776 23,801,785

固定負債   

長期借入金 4,259,913 4,018,008

引当金 224,443 212,122

その他 926,728 887,640

固定負債合計 5,411,085 5,117,771



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

負債合計 28,679,862 28,919,556

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,775,640 1,775,640

資本剰余金 1,953,655 1,867,443

利益剰余金 1,781,905 1,676,982

自己株式 △1,299,473 △323,783

株主資本合計 4,211,727 4,996,282

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △24,540 △104,676

評価・換算差額等合計 △24,540 △104,676

少数株主持分 － △807,483

純資産合計 4,187,187 4,084,123

負債純資産合計 32,867,049 33,003,679



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 24,199,693 25,683,560

売上原価 19,326,417 20,676,341

売上総利益 4,873,275 5,007,219

販売費及び一般管理費 4,584,085 4,580,969

営業利益 289,190 426,249

営業外収益   

受取利息 5,024 5,845

受取配当金 53,534 57,745

受取保険金 89,340 50,023

その他 134,005 155,462

営業外収益合計 281,905 269,076

営業外費用   

支払利息 272,568 268,980

その他 68,674 97,139

営業外費用合計 341,243 366,120

経常利益 229,853 329,206

特別利益   

固定資産売却益 5,870 －

投資有価証券売却益 313 －

負ののれん発生益 － 547,995

特別利益合計 6,184 547,995

特別損失   

固定資産売却損 － 8,480

固定資産廃棄損 3,120 6,533

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,351

事業整理損 － 106,987

投資有価証券評価損 11,605 －

訴訟和解金 10,000 －

その他 － 8,682

特別損失合計 24,725 154,035

税金等調整前四半期純利益 211,312 723,166

法人税、住民税及び事業税 188,338 50,815

法人税等還付税額 － △19,181

法人税等調整額 8,873 37,735

法人税等合計 197,211 69,370

少数株主損益調整前四半期純利益 － 653,796

少数株主利益又は少数株主損失（△） △13,606 7,832

四半期純利益 27,706 645,963



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 211,312 723,166

減価償却費 477,609 450,008

貸倒引当金の増減額（△は減少） 34,378 24,738

受取利息及び受取配当金 △58,559 △63,590

支払利息 272,568 268,980

為替差損益（△は益） － 21,294

オプション評価損 8,749 1,279

有形固定資産売却損益（△は益） △5,870 8,480

有形固定資産廃棄損 3,120 6,533

負ののれん発生益 － △547,995

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,351

投資有価証券評価損益（△は益） 11,605 －

引当金の増減額（△は減少） △21,847 10,307

売上債権の増減額（△は増加） △845,531 △1,072,983

たな卸資産の増減額（△は増加） △119,657 482,804

仕入債務の増減額（△は減少） 225,893 505,094

その他 △12,212 119,244

小計 181,558 960,715

利息及び配当金の受取額 58,559 63,590

利息の支払額 △254,764 △256,540

法人税等の支払額 △76,684 △257,190

営業活動によるキャッシュ・フロー △91,330 510,575

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △34,422 △42,861

定期預金の払戻による収入 27,375 31,500

有形固定資産の取得による支出 △360,688 △81,483

有形固定資産の売却による収入 115,046 46,807

投資有価証券の取得による支出 △43,760 △5,953

投資有価証券の売却による収入 409 800,000

子会社株式の取得による支出 － △75,392

貸付けによる支出 △46,024 △32,385

貸付金の回収による収入 46,676 45,782

その他 13,745 48,038

投資活動によるキャッシュ・フロー △281,641 734,053



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成23年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 574,354 △493,618

長期借入れによる収入 1,730,000 1,765,710

長期借入金の返済による支出 △2,135,992 △2,103,503

自己株式の取得による支出 △9,165 △4,608

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,787 △30,509

割賦債務の返済による支出 △6,959 △6,959

親会社による配当金の支払額 △65,440 －

少数株主への配当金の支払額 △1,600 △1,600

財務活動によるキャッシュ・フロー 71,409 △875,090

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,251 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △305,813 369,538

現金及び現金同等物の期首残高 1,499,337 1,119,206

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,193,523 1,488,745



 該当事項はありません。   

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成22年２月28日） 

(注）１．事業区分の方法 

     事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各事業の主要な品目 

   (1）木材事業…………………フローリング、家具・床材用広葉樹製材、建築用針葉樹製材、一般建築用建

材、合板 

   (2）流通事業…………………衣料品、家具、家電、家庭用品、携帯電話代理店業、消費者ローン（自社ロ

ーン）、ＤＩＹ用品、食料品 

   (3）住宅事業…………………戸建住宅、マンション、宅地 

   (4）建設事業…………………土木建設工事 

   (5）不動産賃貸事業…………不動産賃貸業 

   (6）その他事業………………損害保険代理店業、生命保険募集業、スイミングスクール、カタログ販売 

   ３．会計処理方法の変更  

         （前第３四半期連結累計期間） 

                 （完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

          四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更に記載のとおり、請負工

事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四

半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結累計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。これによる営業利益の影響はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
木材事業 

（千円） 

流通事業 

（千円） 

住宅事業 

（千円）

建設事業 

（千円）

不動産 

賃貸事業 

（千円） 

その他事業

（千円） 
計(千円) 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円）

 売上高 

 （1）外部顧客に対

する売上高  

9,060,133  12,042,828 1,342,383 722,426 482,631 549,288  24,199,693  － 24,199,693

 （2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

101,874  － － 76,272 22,276 20,733  221,157  (221,157) －

計 9,162,008  12,042,828 1,342,383 798,699 504,908 570,022  24,420,850  (221,157) 24,199,693

 営業利益又は営業損

失（△） 
103,129  193,089 △199,672 △39,164 218,395 22,087  297,865  (8,674) 289,190



〔所在地別セグメント情報〕 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日 至 平成21年２月28日）及び当第３半期連結累計期間（自

平成21年６月１日 至 平成22年２月28日）の本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％

超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

〔海外売上高〕 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日 至 平成21年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年６月１日 至 平成22年２月28日）の海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上

高の記載を省略しております。 

  

〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであります。   

  当社は事業を市場分野別に区分し、「木材」、「流通」、「住宅」、「建設」、「不動産賃貸」、「サービ

ス等」の６つを報告セグメントとしております。 

  各セグメントの主な事業の内容は、次のとおりであります。  

  「木材」は、フローリング（床板）の製造及び施工販売、家具、床材用広葉樹製材、建築用針葉樹製材、一

般建築用建材の販売、合板の製造及び販売を行っております。 

  「流通」は、衣料品、家具、家電、家庭用品、ＤＩＹ用品、食料品の販売、携帯電話代理店業、消費者ロー

ン（自社ローン）を行っております。 

  「住宅」は、戸建住宅の施工販売、マンション及び宅地の販売を行っております。 

  「建設」は、土木建築工事を行っております。 

  「不動産賃貸」は、不動産賃貸業を行っております。 

  「サービス等」は、損害保険代理店業、生命保険募集業、スイミングスクール、カタログ販売を行っており

ます。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  当第３四半期連結累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成23年２月28日） 

      

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差額調整に関する事項） 

  当第３四半期連結累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成23年２月28日） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門等に係る費用であります。 

  

  

報告セグメント  

木材 

（千円）  

流通 

（千円）  

住宅 

（千円） 

建設 

（千円）  

不動産賃貸 

（千円） 

サービス等 

（千円） 
計(千円) 

  売上高 

外部顧客への売上高  
 10,322,753 12,017,662 1,451,531 859,284  511,102  521,225 25,683,560

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 50,636 － 4,694 27,544  13,131  22,369 118,377

計  10,373,390 12,017,662 1,456,226 886,828  524,234  543,595 25,801,938

セグメント利益又は損失

（△） 
 44,536 209,976 △58,525 △6,577  247,080  27,271 463,762

 利益  金額（千円） 

 報告セグメント計  463,762

 セグメント間取引消去  1,436

 全社費用（注）  △38,949

 四半期連結損益計算書の営業利益  426,249



  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  （重要な負ののれん発生益） 

   「建設事業」セグメント及び「サービス等事業」セグメントにおいて、連結子会社株式の追加取得により、  

負ののれん発生益534百万円及び13百万円を、当第３四半期連結会計期間にそれぞれ計上しております。な

お、報告セグメントごとのセグメント営業利益には負ののれん発生益は含まれておりません。 

 （追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）適用しております。 

   

   （合併に伴う自己株式の増加） 

    当社は、平成22年12月１日の連結子会社３社との合併により被合併会社が保有する当社株式1,366百万円が自己

株式となり、また、当該合併による外部株主に対する割当てとして456百万円を交付しております。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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